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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

法定監査の状況

財務諸表の適正性、内部監査の有効性

　私は、当組合の第59期（平成20年4月1日から
平成21年3月31日まで）の事業年度における貸
借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書
の適正性、及び同書類作成に係る内部監査の
有効性を確認いたしました。

 平成21年6月26日

 新潟縣信用組合
 　理事長

剰余金処分計算書 （単位：百万円）

科　　目 第58期
（平成20年3月31日現在）

第59期
（平成21年3月31日現在）

当期未処分剰余金

積立金取崩額

剰余金処分額
　利益準備金
　特別積立金
　出資に対する配当金

次期繰越金

▲ 949

1,067

67
 −
 −
67

50

▲ 3,720

3,867

67
 −
 −
67

79

（年３%の割）（年３%の割）

　当組合の平成１9年度及び平成20年度の財務諸表は、「協同
組合による金融事業に関する法律」第５条の８第３項の規定に基
づき、新日本有限責任監査法人の監査を受け、いずれも適法･
適正である旨の監査報告書の提出を受けております。

損益計算書 （単位：百万円）

科　　目

経常収益
　資金運用収益
　　貸出金利息
　　預け金利息
　　有価証券利息配当金
　　その他の受入利息
　役務取引等収益
　　受入為替手数料
　　その他の役務収益
　その他業務収益
　　国債等債券売却益
　　国債等債券償還益
　　金融派生商品収益
　　その他の業務収益
　その他経常収益
　　株式等売却益
　　その他の経常収益

経常費用
　資金調達費用
　　預金利息
　　給付補てん備金繰入額
　　借用金利息
　　その他の支払利息
　役務取引等費用
　　支払為替手数料
　　その他の役務費用
　その他業務費用
　　国債等債券売却損
　　国債等債券償還損
　　国債等債券償却
　　その他の業務費用
　経費
　　人件費
　　物件費
　　税金
　その他経常費用
　　貸倒引当金繰入額
　　貸出金償却
　　株式等売却損
　　株式等償却
　　その他資産償却
　　その他の経常費用

経常利益

特別利益
　　固定資産処分益
　　貸倒引当金戻入益
　　償却債権取立益
　　その他の特別利益

特別損失
　　固定資産処分損
　　減損損失
　　その他の特別損失

税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益

前期繰越金
土地再評価差額金取崩額
当期未処分剰余金

7,775
7,069
4,792

503
1,718

54
478
205
273
110

73
0
9

28
116
107

8

9,154
942
905

36
0

 −
477

65
411
112

65
40
 −

6
5,377
3,370
1,864

142
2,244
1,361

579
175

96
0

31

▲ 1,378

102
 −
−

102
 −

132
5

123
3

▲ 1,408
9

▲ 13
▲ 4

▲ 1,404

451
3

▲ 949

7,563
6,871
4,484

667
1,662

57
443
191
251
161

95
20
23
21
87
78

9

11,129
1,120
1,062

57
0

 −
445

66
378

2,355
191
342

1,789
 31

5,129
3,158
1,827

144
2,078

−
366
741
927

0
42

▲ 3,566

285
 −

197
87
 −

583
28

554
−

▲ 3,864
10

▲ 67
▲ 56

▲ 3,807

67
19

▲ 3,720

第58期
平成19年4月1日から
平成20年3月31日まで

第59期
平成20年4月1日から
平成21年3月31日まで（ 　　　　   ）（　　　　    ）
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注記事項

１．�記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下
の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

２．�有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による
償却原価法（定額法）、子会社株式については移動平均法による原価法、
その他有価証券のうち時価のあるものについては事業年度末の市場価
格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時
価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法によ
り行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全
部純資産直入法により処理しております。

（追加情報）
　変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって貸借対照
表計上額としておりましたが、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、
市場価格と合理的に算定された価格との間に著しい乖離が生じ、市場
価格を時価とみなせない状態にあると判断したものについては、当事
業年度においては、合理的に算定された価額をもって貸借対照表計上
額としております。これにより、 市場価格をもって貸借対照表計上
額とした場合に比べ、有価証券は228百万円増加、その他有価証券評
価差額金は228百万円増加しております。
　なお、変動利付国債の合理的に算定された価格は、国債の利回り等
から見積もった将来キャッシュ･フローを、同利回りを基礎とした割
引率で割引くことにより算定しており、主要な価格決定変数は、国債
の利回り及び同利回りのボラティリティであります。

３．�土地の再評価に関する法律（平成10年法律第34号）に基づき、事業用
の土地の再評価を行っております。
　なお、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再
評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した
金額を「土地再評価差額金」として純資産に計上しております。
　再評価を行った年月日　　　　　　  　　　　平成11年3月31日
　当該事業用土地の再評価前の帳簿価額　　　　　　4,058百万円
　当該事業用土地の再評価後の帳簿価額　　　　　　3,836百万円
　同法律第3条第3項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年政令第119号）第2条
第4号に定める地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の
基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した
方法に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。
　同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の決算期におけ
る時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との
差額　　1,793百万円

４．�有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成
10年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額
法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　建物　　 ３４年〜３９年　
　　その他　　４年～１０年

５．�無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は定額法により償却して
おります。なお、自社利用のソフトウェアについては、当組合内にお
ける利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。

６．�外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
７．�貸倒引当金は、当組合が定める資産自己査定基準及び分類資産の償却・

引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　　 a.  ��破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以

下「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者
（以下「実質破綻先」という）の債権については、下記直接減額後の
帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見
込額を控除し、その残額を計上しております。
　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可
能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額
から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除
し、その残額のうち債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認
める額を計上しております。

　　 b.  ��上記以外の債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定
期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき

引当てております。
　全ての債権は、資産自己査定基準に則り、営業店が第一次の査
定を実施し、第二次査定を審査管理部において査定内容の検証を
行い、さらに当該部署から独立した監査査定部が検証を行い、そ
の査定結果に基づいて引当てを行っております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保･保証付債権等につい
ては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認め
られる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接
減額しており、その金額は879百万円であります。
　また、当組合の引当基準は、信用組合の決算経理基準及び日本
公認会計士協会･銀行等監査特別委員会報告第4号「銀行等金融機関
の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する
実務指針」に基づいて定めております。

８．�賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞
与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

９．�退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。
　また、数理計算上の差異は各発生年度の職員の平均残存勤務期間内
の一定年数（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の
翌期から費用処理することとしております。なお、会計基準変更時差
異（1,283百万円）については、15年による按分額を費用処理してお
ります。

１０．�役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役
員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生
していると認められる額を計上しております。

１１．�睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について預金者か
らの払戻請求による支払いに備えるため、過去の払戻実績に基づく将
来の払戻損失見込額を睡眠預金払戻損失引当金として、その他の引当
金に含めて計上しております。

１２．�偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度による負担金の将来
における支出に備えるため、将来の負担金支出見込額を偶発損失引当
金として、その他の引当金に含めて計上しております。

１３．�所有権移転外ファイナンス･リース取引のうち、リース取引開始日が
平成20年4月1日前に開始する事業年度に属するものについては、通
常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

１４．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
１５．�貸出金のうち、破綻先債権額は1,659百万円、延滞債権額は8,174

百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続
していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込
がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った
部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施
行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げ
る事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権
及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払い
を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

１６．貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は40百万円であります。
　なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払
日の翌日から3カ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債
権に該当しないものであります。

１７．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は54百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債
権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

１８．�破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和
債権額の合計額は9,928百万円であります。
　なお、上記15． から18． に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金
額であります。

１９．�有形固定資産の減価償却累計額	 6,811百万円
２０．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額
	２ ３百万円
２１．�理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債務総額

はありません。
２２．子会社等の株式又は出資金の総額	６０ 百万円

貸借対照表関係 （平成２1年３月３１日現在）
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２３．子会社等に対する金銭債権総額	155 百万円
２４．子会社等に対する金銭債務総額	3 4百万円
２５．�貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、営業用車両についてリー

ス契約により使用しています。
２６．手形割引により取得した商業手形の額面金額は2,532百万円であります。
２７．担保に提供している資産は、次のとおりであります。

日本銀行歳入復代理店取引、内国為替決済のために預け金5,158百万
円を担保として提供しております。

２８．出資1口当たりの純資産額　　　　　　  　　  3,004円94銭
２９．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
　　（1）　売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
　　（2）　満期保有目的の債券で時価のあるもの

（注）1．時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。
　　2．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

（３） 子会社株式で時価のあるものはありません。

（４） その他有価証券で時価のあるもの

（注）1．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基   
　　　　づく時価により計上したものであります。

2．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。
3．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時

価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価
まで回復する見込みがあると認められないものについては、
当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額
を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）し
ております。当事業年度における減損処理額は2,717百万円

（うち、株式927百万円、外国証券285百万円、その他の証
券1,504百万円）であります。また、時価が「著しく下落した」
と判断するための基準は時価が取得原価に比べて50％以上下
落した場合、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下
落し過去1年間に30％未満の下落率とならなかった場合（債
券については格付がBBB相当以上のものを除く）であります。

３０．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
３１．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
　　　　　　売却価額　　　　　　売却益　　　　　   売却損
　　　 　14,153百万円　　　 173百万円　　　  932百万円
３２．�時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、

次のとおりであります。
　　　　　　　　　　内　　容　　　　　　　　貸借対照表計上額
　　　　　子会社株式　　　　　　　　　　　　　　  ６０百万円
　　　　　その他有価証券
　　　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）	185
　　　　　　投資事業有限責任組合出資金	 6

３３．�その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間
毎の償還予定額は次のとおりであります。

３４．�当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客か
ら融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について
違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資末実行残高は、27,500百万円
であります。これは、原契約期間が1年以内のもの又は任意の時期に
無条件で取消可能なものであります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来のキャッシ
ュ･フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、
当組合が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす
ることができる旨の条件が付けられております。また、契約時におい
て必要に応じて不動産･有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定
期的に予め定めている当組合内手続きに基づき顧客の業況等を把握し、
必要に応じて契約の見直し､ 与信保全上の措置等を講じております。

３５．�繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳は、それぞれ
以下のとおりであります。

１．�記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下
の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

２．子会社等との取引による収益総額	3 百万円
子会社等との取引による費用総額	４ 4百万円

３．�その他の経常費用には、日本債権回収㈱へ不動産担保付債権等を売却
したことによる損失22,956千円を含んでおります。

４．出資1口当たりの当期純損失　　　　　　　　  1,699円2０銭
５．�新潟県内の営業用店舗等55件の土地及び建物について、営業キャッ

シュ･フローの低下及び継続的な地価の下落により、帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減少額554百万円（うち土地438百万円、
建物116百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。
　管理会計上の最小区分である営業店単位で原則グルーピングを行っ
ており、遊休資産はありません。組合全体に関連する資産である本部
及び厚生施設（研修所）等につきましては共用資産としております。
　なお、減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額によ
り測定しており、正味売却価額は、主として不動産鑑定評価額に基づ
き算定しております。

損益計算書関係 （平成20年４月１日〜２1年３月３１日）

繰延税金資産
　　貸倒引当金・貸倒償却損金算入限度額超過額　　　     2,069百万円

　　減損損失 463
　　退職給付引当金損金算入限度額超過額 １４3
　　減価償却費損金算入限度超過額 85
　　その他 1,644

繰延税金資産小計 4,406
評価性引当額 −4,188

繰延税金資産合計 ２17
繰延税金負債 —
繰延税金資産の純額 ２17

　　　　　　貸借対照表
　　　　　　  計上額　　　 時価　　　　差額　　 うち益　うち損

国債　　　　  4,993百万円　　　　5,182百万円 　　　　188百万円　　　 188百万円　  　   —百万円

地方債 — — — — —
短期社債 — — — — —
社債 5,687 5,285 −402 — 402
その他 8,082 6,822 −1,259 — 1,259

合計 １8,764 17,290 −1,473 188 1,662

　　　　　　　　　　　  貸借対照表
　　　　　　　取得原価　  計上額　　 評価差額　うち益　 うち損

株式　　　　　  1,395百万円　　　 1,115百万円　　　 −279百万円　　　　 0百万円　　  279百万円

債券      83,635 82,244 −1,390 272 1,663
　国債 19,604 19,635 31 45 14
　地方債 5,066 5,107 40 40 —
　短期社債 — — — — —
　社債 ５８,963 57,501 −1,462 186 1,649
その他 １８,097 15,406 −2,690 ２ 2,693
　外国債券 10,667 9,773 −894 2 896
　その他の証券 7,430 5,633 −1,796 0 1,796

合計 １０3,127 98,767 −4,360 275 4,635

　　　　　　 　　　　　　  １年超　　       ５年超
　　　　　　1年以内　　　５年以内　     １０年以内　　　 １０年超
債券 25,045百万円 47,989百万円 13,906百万円 5,984百万円

　国債 9,504 5,123 4,017 5,984
　地方債 2,002 2,801 303 —
　短期社債 — — — —
　社債 13,538 40,064 9,586 —
その他 2,482 7,045 6,714 5,594

合計 27,527 55,035 20,620 11,578
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内訳科目は主な項目を掲載しました。

資金運用勘定・調達勘定の平均残高等 （単位：百万円、%）

科　　目
平成20年3月期 平成21年3月期

平均残高 利　息 利　回

資金運用勘定
　貸出金
　預け金
　全信組連短期資金
　有価証券

資金調達勘定
　預金積金
　譲渡性預金
　借用金

375,425
174,248

80,378
—

119,375

365,394
365,368

—
20

7,069
4,792

503
—

1,718

942
942

—
0

1.88
2.75
0.62

—
1.43

0.25
0.25

—
0.73

373,265
166,534

82,152
—

123,240

364,881
364,830

—
45

6,871
4,484

667
—

1,662

1,120
1,120

—
0

1.84
2.69
0.81

—
1.34

0.30
0.30

—
0.73

平均残高 利　息 利　回

受取利息および支払利息の増減 （単位：百万円）

項　　目 平成20年3月期 平成21年3月期

受取利息
　対前期比増減

支払利息
　対前期比増減

7,069
238

942
627

6,871
▲ 198

1,120
178

�受取利息は資金運用収益に対応する利息を、支払利息は資金調達費用に対応する利
息としました。

役務取引の状況 （単位：百万円）

科　　目 平成20年3月期 平成21年3月期

役務取引等収益
　受入為替手数料
　その他の受入手数料
　その他の役務取引等収益

役務取引等費用
　支払為替手数料
　その他の支払手数料
　その他の役務取引等費用

478
205
273

—
477

65
4

407

443
191
251

—
445

66
5

373

経費の内訳 （単位：百万円）

科　　目 第58期
（平成20年3月31日）

第59期
（平成21年3月31日）

人件費
　報酬・給料・手当
　退職給付費用
　社会保険料等
物件費
　事務費
　固定資産費
　事業費
　人事厚生費
　預金保険料
　雑損
　減価償却費

税金

合計

3,370
2,622

362
385

1,864
699
412
113

82
300

1
253

142

5,377

3,158
2,522

257
378

1,827
672
430
113

80
300

1
227

144

5,129

その他業務収益の内訳 （単位：百万円）

科　　目 第58期
（平成20年3月31日）

第59期
（平成21年3月31日）

外国為替売買益
商品有価証券売買益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
金融派生商品収益
その他の業務収益
その他業務収益合計

—
—
73

0
9

28
110

—
—
95
20
23
21

161


